
平成31年3月15日（金）13：30～14：30

二中地区公民館１F 集会室

土浦市保健福祉部 高齢福祉課



◆説明会の内容…

１．総合事業（緩和型サービス）

２．緩和型サービス指定に係る諸手続き

１



２

１．総合事業（緩和型サービス）



平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度
平成37年度

（2025年度）

認 知 症
認 定 者 数

3,497人 3,607人 3,767人 4,302人

ひとり暮らし

高 齢 者 数
2,951人 2,794人 2,698人

※各年度4/1時点の数値
※認知症認定者数の平成37年度は推計値。「第７次土浦市老人福祉計画及び介護保険事業計画」より。
※「ひとり暮らし高齢者数」は要介護等認定者から計上。平成37年度は推測できないため未計上

平成28年度 平成29年度 平成30年度
平成３７年度

（２０２５年度）
※１

総人口（人） 143,726 143,182 142,734 134,618

６５歳以上人口（人） 38,281 39,129 39,904 38,917

高齢化率（％） 26.6% 27.3% 28.0% 28.9%

第１号被保険者数（人） 37,963 38,793 39,524 38,917 ※２

第１号要介護（要支援）認定者数（人） 5,495 5,728 6,042 7,193

認定率（％） 14.5% 14.8% 15.3% 18.5%

※１　各年度4/1時点の数値（平成37年度は推計値。「第７次土浦市老人福祉計画及び介護保険事業計画」より）
※２　本来であれば住所地特例者を除した数値となるが，現状では住所地特例者の人数を見込めないことから６５歳以上人口
　　　とする。

土浦市の現状と将来推計…
（１）人口等

（２）認知症，ひとり暮らし高齢者

人口⇒減

高齢化率
⇒増

認知症高齢者
⇒増
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（３）介護給付費

7,891,981千円
8,329,457千円

8,873,652千円
9,267,369千円 9,457,434千円

土浦市の現状と将来推計…（続き）

年々増加

年々高齢化率が上昇していくなか…
今後，いかに元気な高齢者を増やしていくかが課題

9,872,325千円
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総合事業の概要
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いつまでも元気に暮らすために･･･

生活支援・介護予防

住まい

地域包括ケアシステムの姿

※ 地域包括ケアシステムは、おおむね３０
分以内に必要なサービスが提供される日
常生活圏域（具体的には中学校区）を単
位として想定

■在宅系サービス：
・訪問介護 ・訪問看護 ・通所介護
・小規模多機能型居宅介護
・短期入所生活介護
・福祉用具
・24時間対応の訪問サービス
・複合型サービス

（小規模多機能型居宅介護＋訪問看護）等

・自宅
・サービス付き高齢者向け住宅等

相談業務やサービスの
コーディネートを行います。

■施設・居住系サービス
・介護老人福祉施設
・介護老人保健施設
・認知症共同生活介護
・特定施設入所者生活介護

等

日常の医療：
・かかりつけ医、有床診療所
・地域の連携病院
・歯科医療、薬局

老人クラブ・自治会・ボランティア・NPO 等

・地域包括支援センター
・ケアマネジャー

通院・入院
通所・入所

病院：
急性期、回復期、慢性期

病気になったら･･･

医 療 介護が必要になったら･･･

介 護

■介護予防サービス

○ 団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年を目途に、重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを
人生の最後まで続けることができるよう、医療・介護・予防・住まい・生活支援が包括的に確保される体制（地域包括ケア
システム）の構築を実現。

○ 今後、認知症高齢者の増加が見込まれることから、認知症高齢者の地域での生活を支えるためにも、地域包括ケアシ
ステムの構築が重要。

○ 人口が横ばいで７５歳以上人口が急増する大都市部、７５歳以上人口の増加は緩やかだが人口は減少する町村部等、
高齢化の進展状況には大きな地域差。

○ 地域包括ケアシステムは、保険者である市町村や都道府県が、地域の自主性や主体性に基づき、地域の特性に応じ
て作り上げていくことが必要。

地域包括ケアシステムの構築①

【厚生労働省資料から】
６



自助：・介護保険・医療保険の自己負担部分
・市場サービスの購入
・自身や家族による対応

互助：・費用負担が制度的に保障されていないボランティア
などの支援、地域住民の取組み

共助：・介護保険・医療保険制度による給付

公助：・介護保険・医療保険の公費（税金）
部分
・自治体等が提供するサービス

○地域包括ケアシステムの構築に当たっては、「介護」「医療」「予防」といった専門的サービスの前提として、
「住まい」と「生活支援・福祉」といった分野が重要である。
○自助・共助・互助・公助をつなぎあわせる（体系化・組織化する）役割が必要。
○とりわけ、都市部では、意識的に「互助」の強化を行わなければ、強い「互助」を期待できない。

地域包括ケアシステムの構築②

【厚生労働省資料から】
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地域支援事業の改正
【厚生労働省資料から】
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・住民主体で参加しやすく、地域に根ざした介護予防活動の推進
・元気な時からの切れ目ない介護予防の継続
・リハビリテーション専門職等の関与による介護予防の取組
・見守り等生活支援の担い手として、生きがいと役割づくりによる互助の推進

・住民主体のサービ
ス利用の拡充

・認定に至らない
高齢者の増加

・重度化予防の推進

・専門的なサービスを必要とする人に
は専門的サービスの提供
（専門サービスにふさわしい単価）

・支援する側とされる側という画一的
な関係性ではなく、サービスを利用
しながら地域とのつながりを維持で
きる

・能力に応じた柔軟な支援により、
介護サービスからの自立意欲が向上

・多様なニーズに対
するサービスの拡
がりにより、在宅
生活の安心確保

予防給付
（全国一律の基準）

地域支援事業

移行

移行

・多様な担い手による多様なサービス
（多様な単価、住民主体による低廉な
単価の設定、単価が低い場合には
利用料も低減）

同時に実現

サービスの充実

費用の効率化

訪問介護
ＮＰＯ、民間事業者等による掃除・
洗濯等の生活支援サービス

住民ボランティアによるゴミ出し等
の生活支援サービス

既存の訪問介護事業所による身体
介護・生活援助の訪問介護

通所介護

既存の通所介護事業所による機能訓練
等の通所介護

ＮＰＯ、民間事業者等によるﾐﾆﾃﾞｲ
ｻｰﾋﾞｽ

ｺﾐｭﾆﾃｨｻﾛﾝ、住民主体の運動・交流の場

リハビリ、栄養、口腔ケア等の専門職
等関与 する教室

介護予防・生活支援の充実

多様な主体によるサービス提供

【厚生労働省資料から】

○予防給付のうち訪問介護・通所介護について、市町村が地域の実情に応じた取組ができる介護保険制度の地域支援事業へ移行

（２９年度末まで）。財源構成は給付と同じ（国、都道府県、市町村、1号保険料、２号保険料）。

○既存の介護事業所による既存のサービスに加えて、NPO、民間企業、ボランティアなど地域の多様な主体を活用して高齢者を支

援。高齢者は支え手側に回ることも。
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○ 対象者は、第１号被保険者の全ての者及び
その支援のための活動に関わる者。

○ 対象者は、制度改正前の要支援者に相当する者。
①要支援認定を受けた者
②基本チェックリスト該当者（事業対象者）

※ 事業対象者は、要支援者に相当する状態等の者を想定。
※ 基本チェックリストは、支援が必要だと市町村や地域包括
支援センターに相談に来た者に対して、簡便にサービスにつ
なぐためのもの。
※ 予防給付に残る介護予防訪問看護、介護予防福祉用具貸与
等を利用する場合は、要支援認定を受ける必要がある。

事業 内容

訪問型サービス
要支援者等に対し、掃除、洗濯等の日常生活上の支
援を提供

通所型サービス
要支援者等に対し、機能訓練や集いの場など日常生
活上の支援を提供

その他の生活支援
サービス

要支援者等に対し、栄養改善を目的とした配食や一
人暮らし高齢者等への見守りを提供

介護予防ケアマネジ
メント

要支援者等に対し、総合事業によるサービス等が適
切に提供できるようケアマネジメント

事業 内容

介護予防把握
事業

収集した情報等の活用により、閉じこもり等
の何らかの支援を要する者を把握し、介護
予防活動へつなげる

介護予防普及
啓発事業

介護予防活動の普及・啓発を行う

地域介護予防
活動支援事業

住民主体の介護予防活動の育成・支援を行
う

一般介護予防
事業評価事業

介護保険事業計画に定める目標値の達成
状況等を検証し、一般介護予防事業の評価
を行う

地域リハビリテーショ
ン活動支援事業

介護予防の取組を機能強化するため、通所、
訪問、地域ケア会議、住民主体の通いの場
等へのリハビリ専門職等による助言等を実
施

（１）介護予防・生活支援サービス事業（サービス事業） （２） 一般介護予防事業

【厚生労働省資料を一部改変】

サービス事業と介護予防事業
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①訪問型サービス

○ 訪問型サービスは、現行の訪問介護に相当するものと、それ以外の多様なサービスからなる。
○ 多様なサービスについては、雇用労働者が行う緩和した基準によるサービスと、住民主体によ
る支援、保健・医療の専門職が短期集中で行うサービス、移動支援を想定。

訪問型サービスの類型

【厚生労働省資料から】
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通所型サービスの類型

②通所型サービス ※ 市町村はこの例を踏まえて、地域の実情に応じた、サービス内容を検討する。

○ 通所型サービスは、現行の通所介護に相当するものと、それ以外の多様なサービスからなる。
○ 多様なサービスについては、雇用労働者が行う緩和した基準によるサービスと、住民主体による支援、保健・
医療の専門職により短期集中で行うサービスを想定。

【厚生労働省資料から】
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総合事業の利用の流れ
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サービス利用の概念図
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要支援１・２ 介
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●施設サービス

特別養護老人ホーム，介護老人保健施設，

介護療養型医療施設

●居宅サービス

訪問介護，訪問看護，通所介護，

ショートステイ 等

●地域密着型サービス
グループホーム，小規模通所介護 等

●介護予防サービス

介護予防訪問看護，介護予防通所リハビリ，

介護予防福祉用具貸与 等

●地域密着型サービス

グループホーム 等

●介護予防・生活支援サービス

訪問型サービス

通所型サービス

●一般介護予防事業

介護予防普及啓発事業

地域介護予防活動支援事業
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基本チェックリストの内容
（厚生労働省作成）

◆原則窓口での聞き取りにより進めら

◆該当，非該当の結果は，その場で
確認することができます。

◆市役所，地域包括支援センター，
在宅介護支援センターで実施して
います。

15

参 考
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総合事業対象者の被保険者証は次のような表記になりますので，ご注意ください。

※事業対象者には有効期限がありません。
（必要に応じて要支援・要介護認定申請が可能です）

※基本チェックリストの結果，事業対象者となった方の被保険者証は，
現行の要介護・要支援認定者と同様に郵送により発送します。

総合事業対象者は「事業対象
者」と印字されます。

総合事業対象者は有効期限
がないので，「＊」でつぶされ
ています。

「認定年月日」欄は，基本チェッ
クリスト実施日が印字されます。

ケアマネジメントを実施する地
域包括支援センター等の名称
が印字されます。

参 考
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本市における総合事業サービス
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基 準  現行の訪問介護相当

サ ー ビ ス 種 別  訪問介護

サ ー ビ ス 名 称  基準型訪問サービス

内 容  訪問介護員による身体介護，生活援助

サ ー ビ ス 事 業 者  指定訪問介護事業者

名 称

サ ー ビ ス 提 供 者  訪問介護事業所の従業者

利 用 ケ ー ス
 ●要支援者で既に介護予防訪問介護を利用 しており，ケアマネジメント上，継続して利用
する必要があると認められる場合。
 ●ケアマネジメントにおいて身体介護が必要と判断される場合。

事 業 実 施 方 法  事業所指定による

利 用 者 負 担  １割又は２割負担

限 度 額 管 理 の 有 無  有（国保連で管理）

サ ー ビ ス 提 供 者 への
支 払 い 方 法

 国保連経由で審査・支払

給 付 制 限

※１　　事業所指定による緩和型訪問サービスの単価は別に設定。事業所指定の場合の利用者負担は基準型訪問サービスと同様。

　　　　 請求も国保連への請求となる。

※２　　事業所指定の場合は限度額管理有。

※３　　予防給付対象者（要支援認定更新前の利用者）・予防給付対象事業については，現行通り給付制限有

無　※３

 市に直接請求により，振込支払

 シルバー人材センター会員
社協友愛サービス会員

 委託による

 ●要支援者で既に生活援助のみのサービスを利用しており，緩和型訪問サービスへの移行が可能な
場合。
 ●新規の総合事業対象者で，生活援助のみのサービスが必要と判断される場合。
 ●基準型訪問サービスだけでは自立生活が継続できないと判断される場合。

 シルバー家事援助サービス
 社協家事援助サービス

 訪問型サービスＡ
 （緩和した基準によるサービス）

 緩和型訪問サービス

 生活援助等

 土浦市シルバー人材センター
 土浦市社会福祉協議会

 多様なサービス

報 酬 単 価 ※ １  介護予防訪問介護における報酬と同等

 無　※２　　　（高額介護予防サービス費は対象外）

１時間程度

 １，３００円

 １００円（定額）

訪問型サービス （Ｈ３０年度）
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１９

通所型サービス （Ｈ３０年度）



地域のニーズに応じて，多様な主体による，多様なサービスを整備し，
高齢者の介護予防を推進していく必要性

◆高齢化率と介護給付費の増大・・・

◆緩和型サービスの種類が少ない・・・

◆担い手として活躍できる場が少ない・・・

介護予防を目的とした利用者の受け皿となるサービスを拡充したい！

２０

柔軟な単価設定により，増大する介護保険事業費を抑制



２１

２．緩和型サービス指定に係る諸手続き



緩和型サービスとは

総合事業の，介護予防･生活支援サービスの中のひとつ。
利用者が可能な限り，その居宅において自立した生活を営み，要支援
状態の維持もしくは改善を図り，または要介護状態となることを予防す

ることを目的に，基準型サービスと比して，人員や運営基準を緩和
したサービス。

緩和型サービスとは
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①訪問型サービス

○ 訪問型サービスは、現行の訪問介護に相当するものと、それ以外の多様なサービスからなる。
○ 多様なサービスについては、雇用労働者が行う緩和した基準によるサービスと、住民主体によ
る支援、保健・医療の専門職が短期集中で行うサービス、移動支援を想定。

訪問型サービスの類型

【厚生労働省資料から】

（再掲）
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通所型サービスの類型

②通所型サービス ※ 市町村はこの例を踏まえて、地域の実情に応じた、サービス内容を検討する。

○ 通所型サービスは、現行の通所介護に相当するものと、それ以外の多様なサービスからなる。
○ 多様なサービスについては、雇用労働者が行う緩和した基準によるサービスと、住民主体による支援、保健・
医療の専門職により短期集中で行うサービスを想定。

【厚生労働省資料から】

（再掲）
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緩和型サービスの
（緩和された）基準について
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※別添「基準対照表」より抜粋◆訪問型サービスA（緩和型訪問サービス）
サービス内容 基準型訪問サービスと比して緩和された，掃除･買い物･調理などの生活援助のみ

提供時間 1時間程度

人員基準

①管理者：常勤・専従1名以上 ※１

②従業者※２：
訪問介護員等（訪問介護員・介護福祉士・研修修了者※３）から，緩和型訪問サービスを適切に行うために必要と認められる数
③訪問事業責任者：緩和型訪問サービスに従事するもののなかから，必要と認められる数（有資格者） ※４

※１ 管理上支障がない場合は，他の職務，同一敷地内の他の事業所･施設等の職務と兼務可
※２ 土浦市生活支援担い手養成講座修了者
※３ サービス提供上支障がない場合は，同一敷地内にある指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所または指定夜

間対応型訪問介護事業所に従事できる。

※ 訪問介護または介護予防訪問介護（基準型訪問サービス）と一体的に実施されている場合は，訪問介護等の
基準を満たす必要があります

設備基準

緩和型訪問サービス事業の運営に必要な広さを有する専用の区画を設け，サービスの提供に必要な設備及び備品
を備えなければならない

※訪問介護または，介護予防訪問介護事業と一体的に実施されている場合は，訪問介護等の基準を満たしていれば，緩和型訪問
サービスの基準を満たしているとみなすことができる。

報酬

≪30～60分≫
○ 週1回程度（月6回まで）：1回 220単位
≪30分未満≫
○ 週1回程度（月10回まで）：1回 140単位
※初回加算：２００単位 ２６

緩和型サービス・・・（緩和された）基準について



緩和型サービス・・・（緩和された）基準について

※別添「基準対照表」から抜粋

サービス内容 ミニデイサービス，運動，レクリエーション等，利用者の生活機能の維持または向上を目指す（送迎有）

提供時間 送迎時間を除く2時間以上

人員基準

①管理者：常勤・専従１名以上 ※１

②従業者：資格要件なし
利用者が１５人以内
⇒常勤換算１名以上
利用者が１５人を超える場合
⇒利用者１人あたりに対して必要と認められる数

※１ 支障がない場合，他の職務，同一地基地内の他事業所等の職務に従事可能
※ 通所介護または介護予防通所介護（基準型通所サービス）と一体的に実施されている場合，通所介護等の基準を満たしてい

れば，緩和型通所サービスの基準を満たしているとみなすことができる。

設備基準

3㎡×利用定員 以上

※１ 通所介護または介護予防通所介護（基準型通所サービス）と同一事業所で一体的に実施されている事業所の場合は，通所介

護等の規定する基準を満たしていれば，緩和型通所サービスの基準を満たしているとみなすことができる。
※2 この場合，設備は共用できることとする。ただし，各サービスの提供に支障が出ないよう配慮すること

利用定員
通所介護，基準型通所サービスとは別に定める

ただし，通所介護及び介護予防通所介護（基準型通所サービス）と緩和型サービスの利用者の合計は，
各事業所で設定している定員の範囲内とする。

報酬 1回につき295単位（原則1月に4日まで）※減算はなし ※ 運動器機能向上加算：２２５単位

◆通所型サービスA（緩和型通所サービス）

２７



緩和型サービス申請に係る諸手続き

２８



緩和型サービス指定に係る諸手続き

◆申請に関して…

指定基準については別添「基準対照表」参照。

⇒他にも，国で定める「必ず遵守すべき基準」として，

①事故発生時の対応
②従事者または従事者であったものによる秘密保持
③従事者の生活保持と健康状態の管理
④廃止・休止の届出と便宜の提供

が指定基準として定められている。

２９



緩和型サービス指定に係る諸手続き

◆申請に必要な書類

✓ ①指定（指定更新）申請書
✓ ②付表（訪問･通所）
③登記事項証明書（写）

✓ ④従事者の勤務体制及び勤務
形態一覧表

✓ ⑤管理者･サービス提供責任者の経歴
⑥資格証（必要な職種のみ）（写）

✓ ⑦事業所の平面図
⑧事業所の写真
（外観及び内部設備等）

⑨運営規定
✓ ⑩利用者からの苦情処理の概要
（苦情対応マニュアル等）
⑪損害賠償保険（写）

✓ ⑫誓約書
✓ ⑬第1号支給儀の請求に関する事項

（加算の届出）
⑭事業所のパンフレットなど
⑮その他，土浦市が必要と認める書類

※別添「指定申請に係る添付書類一覧」参照
市ホームページ「総合事業に係る事業者向けページ」にも
掲載しております
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◆申請に係るスケジュール

○事業開始予定日の１ヶ月前に申請書を提出をお願いします

また，申請書提出前に事前連絡をお願いいたします

３１

緩和型サービス指定に係る諸手続き



◆指定後に関して…

○指定の有効期間

⇒6年
○以下の事項の変更があった場合，もしくは事業の休止・廃止等が
あった場合は速やかに市まで届出をお願いいたします

①事業所の名称及び所在地
②申請者の名称,主たる事務所の所在地,
その代表者の指名・生年月日・住所,職名
③事業開始予定日
④申請者の登記事項証明書または条例等
⑤建物の構造及び平面図，設備の概要
⑥利用者の推定数

⑦事業所の管理者の氏名，生年月日，住所
⑧運営規定
⑨利用者からの苦情を処理するために講ずる措置
の概要
⑩事業に係る従業者の勤務の体制及び勤務形態
⑪誓約書
⑫その他必要事項

３２
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○緩和型サービスは給付管理の対象となります
緩和型サービスは支給限度額の対象となるため，国保連への請求があります。

○高額介護などの対象となります
高額介護予防サービス費事業を始めとした,各種助成事業の対象となります。

○他市町村の方の利用について
基本的に他市町村の方の利用はできません。（次ページで詳細を掲載いたします）

◆指定後に関して…

≪注意事項≫

３３
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○他市町村の方の利用について

市外在住の方が土浦市から指定を受けた事業所を

利用する場合は，その利用者の市町村から指定を受
ける必要があります。

⇒ただし，その方が住所地特例者の場合は，土浦市の
みの指定で受け入れることができます。

３４

◆指定後に関して…

≪注意事項≫

緩和型サービス指定に係る諸手続き



本日の説明会，総合事業に関するご質問がありましたら，メールにて質問を受
け付けます。所定の様式により，下記のとおり提出してください。

質問票様式 「総合事業質問票」のとおり（市ＨＰ掲載）

受付期限 平成３１年３月２２日（金）

回答公開 市ホームページ上にて，
平成３１年４月１２日（金）以降順次公開します。

市HP ➢ くらし ➢ 福祉[高齢者福祉] ➢ 土浦市介護予防・日常生活支援総合事業
➢ 総合事業に関する事業所向け情報

※ 期限を過ぎても疑義が生じた場合は，ご質問ください。
順次ホームページ上で公開していきます。
（ある程度まとめての回答となりますので，時間がかかる場合があります）

質問票について

３５



今後，総合事業に関する事業者の皆様への連絡事項等につ
きましては，市ホームページ上にて連絡することを原則とします。
事業者の皆様は定期的にホームページの確認をいただきまし
て，情報取得の漏れなどがないよう，ご注意願います。

※事業所の指定・取消し等の通知に関しては，文書での対応となります。

市HP ➢ くらし➢福祉[高齢者福祉] ➢ 土浦市介護予防・日常生活支援総合事業

今後の連絡等について
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ご協力よろしくお願いします。

ご清聴ありがとうございました。


